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監査の信頼性と監査の購買コストに関する実験的考察
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　従来の基本モデルを拡張し、経営者の内部統制に対する投資と経営者に対する行政処分を追加
して実験を実施した。実験の基本的設定は次の通りである。まず企業の品質は、低品質と高品質
のみとし、経営者の意図通りになるとは限らないとした。コストを払って内部統制に投資をする
と、経営者の意図通りになる確率（α）を高めることができる。さらに経営者は努力というコスト
を払うと企業の品質を高品質にする確率を高めることができる。経営者が努力を選択したか否か
はどの市場でも、経営者にしか分からない。投資家には、企業の品質が高品質と常に開示される
ので、経営者が投資家に誠実であろうとするなら、努力を選択する必要がある。内部統制の投資
が開示されない市場では、投資を行ったか否かは経営者にしか分からない。それが開示される市
場では、内部統制の投資を行ったか否かで示される。開示は監査人による監査済みと考える。内
部統制に投資がされると、「監査が購買できる市場」においては、経営者が購買した監査の報告精
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度（β）が上昇する。例えば「コストの安い監査」を購買しても、内部統制に投資されていれば、
「コストの高い監査」を購i買した時と同じ報告精度が期待できる。
　損害賠償訴訟も可能な市場では、訴訟をすると費用がかかり、投資家が勝訴する可能性は1／2
である。勝訴すれば、経営者が訴訟費用と損害額を全額賠償してくれるが、敗訴すると全て投資
家の負担になる。また投資家が勝訴する確率は、経営者が努力を選択していてもしていなくても
同じである。裁判では経営者が努力を選択したか否かがはっきりと判定できず、過失の有無の認
定には反映されない。損害賠償訴訟も可能で行政処分による罰金も科される可能性のある市場で
は、経営者が努力を選択せず、投資家に不誠実な行動をし、監査報告が誤った時のみに、経営者
に対する行政処分として罰金が科される。ただし処分は常に発動されるのではなく、その確率は
1／2とした。なお行政処分の効果はその後何回かの取引まで有効な場合がある。実験の結果、内
部統制の投資が開示されると、内部統制に対する投資は飛躍的に増加した。また経済的効率性も
高まったが、統計的に有意なほどではなかった。さらに、経営者に対する行政処分のある市場の
方が損害賠償訴訟の可能な市場より、経済的効率性は有意に増加した。
一37一
